
安来市ブロック塀等安全確保助成事業補助金交付要綱 

令和元年９月２４日 

安来市告示第３８号 

（目的） 

第１条 市は、安来市建築物耐震改修促進計画に基づき、大規模地震発生時に予想

されるブロック塀等の倒壊又は転倒による災害を防止し、避難路の通行者の安全

を確保することを目的として、ブロック塀等の除却及び建替えを行う者に対し安

来市ブロック塀等安全確保助成事業補助金（以下「補助金」という。）を交付す

るものとし、その交付等については、安来市補助金等交付規則（平成１６年安来

市規則第５３号）に定めるもののほか、この告示の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

（１）ブロック塀等 組積造の塀（補強コンクリートブロック造の塀を含む。） 

をいう。 

（２）ブロック塀等の高さ 地盤面又は道路面からブロック塀等の頂部までの高 

さをいう。ただし、擁壁の上にブロック塀等が設置されている場合は、当該

擁壁の高さを含むものとする。 

（３）避難路 安来市建築物耐震改修促進計画に定める通学路に該当する避難路 

をいう。 

（４）建築士 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条に規定する一級建 

築士及び二級建築士をいう。 

（５）ブロック塀診断士 公益社団法人日本エクステリア建設業協会の認定を受 

けて資格登録をしているブロック塀診断士をいう。 

（６）除却 ブロック塀等を解体し、除却する工事をいう。 

（７）建替え ブロック塀等を解体し、新たな塀等（ブロック塀等を除く。）を 

新設する工事をいう。 

（８）耐震診断 補助対象ブロック塀等の点検表（様式第１号別紙）に基づき塀 

の安全性を診断することをいう。 



（補助の対象等） 

第３条 補助金交付の対象者（以下「補助対象者」という。）は、市内にブロック

塀等を所有する者であって、市税の滞納がないものとする。 

（補助要件） 

第４条 補助金交付の対象となるブロック塀等（以下「補助対象ブロック塀等」と

いう。）は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１）避難路に接する敷地に設置されたもの 

（２）避難路に面して設置されたもの 

（３）ブロック塀等の高さが０．８メートルを超えるもの 

（４）耐震診断の結果、倒壊の危険性があると判断されたもの 

（５）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）の規定に 

適合すること又は既存不適格であること。 

２ 補助金交付の対象となる建替えによる塀等（生垣及び植栽等を除く。）は次の

各号のいずれにも該当するものとする。 

 （１）法の規定に適合するものであること。 

 （２）地震に対して安全な構造とすること。 

３ 補助金の交付の対象となる工事（以下「補助対象工事」という。）は、補助対

象者が実施する補助対象ブロック塀等の除却又は建替えで、第６条第１項の規定

による補助金交付申請日の属する年度の末日までに第１０条第１項の実績報告を

する見込みのものとする。 

４ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する工事は、補助対象工

事としない。ただし、市長がやむを得ない事情があると認める場合は、この限り

でない。 

（１）補助金の交付の決定前に着手した工事 

（２）この告示による補助金以外の補助金の交付を受けて行う工事。ただし、補 

助対象となる費用が重複しない場合で市長が認める場合は、この限りでない。 

（３）補助対象ブロック塀等の全部（基礎部分を除く。）を除却しない工事 

（４）この告示による補助金の交付を受けて既に除却した又は除却しようとする 

補助対象ブロック塀等と同一の敷地内において行う工事 



（５）申請者本人が施工する工事 

（６）公共事業による移転、建替え等の補償対象となっている補助対象ブロック 

塀等を除却する工事 

（７）その他市長が不適当と認める工事 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額及び補助限度額は、前条に規定する補助対象工事に要する費用

（補助対象ブロック塀の長さ１メートル当たり８万円を限度とする。）の３分の

２に相当する額（当該額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てた額）とする。ただし、一敷地当たり２６万４，０００円を限度とし、予

算の範囲内で交付するものとする。 

（補助金交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、工事に着手しようとする日

の１０日前までにブロック塀等安全確保助成事業補助金交付申請書（様式第１号）

に次に掲げる書類等を添えて市長に提出しなければならない。 

（１）補助対象ブロック塀の除却又は建替えの工事見積書（補助対象工事の内容 

を確認できるもの）の写し 

（２）建築士又はブロック塀診断士が作成した補助対象ブロック塀等の点検表 

  （様式第１号別紙） 

（３）位置図（付近見取図）及び現況写真（２面以上） 

（４）事業の内容を確認できる図書（配置図、平面図、立面図等） 

（５）申請者の住民票 

（６）市税の滞納がない旨を証明する書類 

（７）その他市長が必要と認める書類等 

２ 当該事業に要する経費に係る消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭 

和６３年法律第１０８号）に規定する仕入に係る消費税額として控除できる部分

の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する消費税率

を乗じて得た金額の合計額（以下「消費税仕入控除税額」という。）は、補助対

象経費に含めてはならない。 

（交付の決定） 



第７条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、その内容を審査した上で補

助金交付の可否を決定し、ブロック塀等安全確保助成事業補助金交付決定（却下）

通知書（様式第２号）により、申請者にその旨を通知するものとする。 

（交付申請の取下げ） 

第８条 申請者は、第６条の規定により行った申請を取り下げるときは、ブロック

塀等安全確保助成事業補助金交付申請取下願（様式第３号）を市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 前項の取下げがあった場合は、第６条の規定による申請は、これをなかったも

のとみなす。 

（決定内容等の変更） 

第９条 第７条の規定により交付決定の通知を受けた者（以下「補助事業者」とい

う。）は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめブロック塀等安全

確保助成事業補助金変更・中止承認申請書（様式第４号）を市長に提出し、その

承認を受けなければならない。 

（１）補助対象工事の経費等について変更しようとするとき。 

（２）補助事業を中止するとき。 

２ 前項の申請書には、変更の内容に関し、市長が必要と認める書類を添付するも

のとする。 

３ 市長は、第１項の申請書の提出があったときは、その内容を審査した上で補助

金交付の可否を決定し、ブロック塀等安全確保助成事業補助金変更決定（却下）

通知書（様式第５号）により補助事業者にその旨を通知するものとする。 

（実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助対象工事を完了したときは、速やかにブロック塀等

安全確保助成事業実績報告書（様式第６号）に次に掲げる書類等を添えて、交付

決定の日の属する年度の末日までに市長に提出しなければならない。 

（１）工事請負契約書の写し 

（２）工事代金領収書の写し 

（３）工事施工状況写真（施工中及び完了後） 

（４）その他市長が必要と認める書類等 



（補助金額の確定） 

第１１条 市長は、前条の実績報告書を受理したときは、その内容を審査し、適正

であると認めたときは、補助金の額を確定し、ブロック塀等安全確保助成事業補

助金額確定通知書（様式第７号）により補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第１２条 補助事業者は、前条の通知を受けたときは、ブロック塀等安全確保助成

事業補助金交付請求書（様式第８号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の請求書の提出があったときは、速やかに補助金を交付するもの

とする。 

（消費税仕入控除税額の報告） 

第１３条 補助対象経費に消費税及び地方消費税相当額を含めている補助事業者は、

当該補助金に係る消費税仕入控除税額等の有無について、ブロック塀等安全確保

助成事業補助金に係る消費税仕入控除税額報告書（様式第９号）により、第１１

条の規定による通知を受けた年の消費税の確定申告後速やかに、市長に報告しな

ければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第１４条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付決定

の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付決定又は交付を受けたとき。 

（２）補助金の交付決定の内容、これに付した条件、法令又はこの告示に違反し 

たとき。 

（３）前条の報告において補助金返還額が生じたとき。 

２ 市長は、前項の規定による交付決定の取消し等を行ったときは、ブロック塀等

安全確保助成事業補助金取消通知書（様式第１０号）により補助事業者に通知す

るものとする。 

（補助金の返還） 

第１５条 市長は、前条の規定により交付決定の取消し等を行った場合において、

既に補助金が交付されているときは、ブロック塀等安全確保助成事業補助金返還

命令書（様式第１１号）により、当該交付した補助金の全部又は一部の返還を命



じることができる。 

２ 前項の規定により補助金の返還の命令を受けた者は、当該補助金を市長が定め

る期限までに返還しなければならない。 

（その他） 

第１６条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

１ この告示は、令和元年１０月１日から施行する。 

２ この告示は、令和４年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第１４条及

び第１５条の規定は、この告示の失効後も、なおその効力を有する。 

 

 

 


